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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額が前年を上回ったが、自動車販売が前年

を下回るなど、一部に弱い動きが残っている。住宅投資は、分譲を中心に前年を上回ってい

る。設備投資は、基調としては持ち直している。公共投資は、前年を下回っている。観光

は、外国人観光客の増加が続いている。輸出は、アジア向けなどが増加した。

生産活動は弱い動きがみられる。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続い

ている。企業倒産は、件数は減少した一方、負債総額は増加した。
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軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 

千台 ％ 

543227/1121110987626/5

30

25

20

15

10

5

0 -30

-20

-10

0

10

20

30

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①大型小売店販売額～２か月連続で増加

５月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋５．６％）は、２か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比＋５．１％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他のすべての品目

で前年を上回った。スーパー（同＋５．７％）

は、衣料品が前年を下回ったが、飲食料品、

身の回り品、その他の品目が前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋３．８％）

は、２０か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～１４か月連続で減少

５月の乗用車新車登録台数は、１２，３９６台

（前年比▲８．１％）と１４か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋２．４％）、

小型車（同＋４．６％）は増加したが、軽乗用

車（同▲２５．２％）が減少した。

１～５月累計では、７６，１７５台（前年比

▲１３．７％）と前年を下回って推移している。

普通車（同▲８．４％）、小型車（同▲１３．１％）、

軽乗用車（同▲１８．３％）いずれも前年を下

回っている。

道内経済の動き
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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③札幌ドーム来場者～２か月ぶりに増加

５月の札幌ドームへの来場者数は４０５千人

（前年比＋１６．５％）と２か月ぶりに前年を上

回った。内訳はプロ野球が３６３千人（同

＋２９．０％）、プロサッカーが２７千人（同

＋５．４％）、その他が１５千人（同▲６２．９％）

だった。

試合数はプロ野球が１５試合（前年差＋３試

合）、プロサッカーは２試合（同▲１試合）。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が２４，２１０

人（前年比＋３．２％）、プロサッカーが１３，６５４

人（同＋５８．１％）だった。

④住宅投資～２か月連続で増加

５月の新設住宅着工戸数は、２，７７３戸（前

年比＋８．４％）と２か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋８．８％）、持

家（同＋８．７％）、分譲（同＋２４．９％）いずれ

も増加した。

１～５月累計では、１１，０３６戸（前年比

＋２．２％）と前年を上回っている。利用関係

別では、貸家（同▲２．８％）が減少している

が、分譲（同＋３５．４％）、持家（同＋０．４％）

が増加している。

⑤民間設備投資～３か月連続で減少

５月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１６４，５７８㎡（前年比▲９．１％）と３か月連続で

前年を下回った。業種別では、非製造業（同

＋３．２％）は前年を上回ったが、製造業（同

▲７４．８％）が前年を下回った。

１～５月累計では、６８９，０３６㎡（前年比

▲１３．１％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲５６．５％）、非製造業（同

▲６．８％）とも前年を下回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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（資料：法務省入国管理局）

⑥公共投資～４か月連続で減少

６月の公共工事請負金額は、１，０８３億円

（前年比▲１９．９％）と４か月連続で前年を下

回った。

発注者別では、市町村（前年比▲１９．５％）、

国（同▲２６．７％）、北海道（同▲１５．４％）い

ずれも前年を下回った。

１～６月累計では、請負金額４，４８８億円

（前年比▲１７．４％）と前年を下回って推移し

ている。

⑦来道客数～７か月連続で前年を上回る

５月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，０２９千人（前年比＋３．７％）と７か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲８．９％）が前年を下回ったが、航空機

（同＋４．７％）、フェリー（同＋４．１％）が前年

を上回った。

１～５月累計では、４，５７１千人と前年を

３．３％上回っている。

⑧外国人入国者数～２８か月連続で増加

５月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、８４，５３７人（前年比＋４７．４％）と２８か月連

続で増加した。１～５月累計では、４４１，３５７

人（同＋４８．３％）と前年を上回っている。

５月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ５０．０％増加した。路線別では、香港

線、ソウル線などが増加したほか、新規路線

の開設も寄与した。

道内経済の動き
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⑨貿易動向～輸出は４か月ぶりに増加

５月の道内貿易額は、輸出が前年比８．７％

増の３４１億円、輸入が同１０．７％増の１，０１５億円

だった。

輸出は、自動車の部分品などが減少した

が、有機化合物や鉱物性タール及び粗製薬品

などが増加し、４か月ぶりに前年を上回っ

た。輸入は、石油製品や肥料、原油及び粗油

などが増加し、１４か月ぶりに前年を上回っ

た。

⑩鉱工業生産～２か月連続で低下

５月の鉱工業生産指数は９２．０（前月比

▲５．４％）と２か月連続で低下した。前年比

（原指数）では▲７．３％と１４か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、石油・石炭製品

工業など３業種が上昇したが、金属製品工

業、食料品工業、電気機械工業など１３業種が

低下した。

⑪雇用情勢～改善が続く

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．８８倍（前年比＋０．１２ポイント）と６４か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比２．７％の増加とな

り、６４か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋９．４％）、宿泊

業・飲食サービス業（同＋２６．５％）、情報通

信業（同＋２１．２％）などが増加した。

道内経済の動き
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⑫名目賃金指数～２か月連続で低下

４月の名目賃金指数（規模５人以上）は、

現金給与総額が９１．１（前年比▲０．１％）とな

り、２か月連続で前年を下回った。現金給与

総額のうち、きまって支給する給与は１０１．３

（同▲０．５％）となり、３か月連続で前年を下

回った。

⑬倒産動向～件数は４か月連続で減少

６月の企業倒産は、件数が２１件（前年比

▲１９．２％）、負債総額が６２億円（同＋１７６．８％）

となった。件数は４か月連続で減少、負債総

額は３か月ぶりに前年を上回った。

業種別では、サービス・他が６件、建設業

が５件などとなった。

⑭消費者物価指数～２か月連続で低下

５月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．２（前年比▲０．６％）と、２か

月連続で前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋２．８％）

など６費目が前年を上回り、住居（同±

０．０％）は前年と変わらなかった。一方、交

通・通信（同▲３．１％）、光熱・水道（同

▲４．９％）など３費目が前年を下回った。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２７年４～６月期 実績

前期に比べ、売上DI（△９）は１４ポ

イント、利益DI（△８）は１１ポイント

それぞれ上昇した。建設関連には足踏み

感があるものの、個人消費関連の業種を

中心に、業況は持ち直しの動きが見られ

る。

２．平成２７年７～９月期 見通し

売上DI（△８）は１ポイント上昇、

利益DI（△１０）は２ポイント低下とな

り、業況は横ばい圏内で推移する見通し

である。

項 目
２４年
４～６７～９１０～１２

２５年
１～３４～６７～９１０～１２

２６年
１～３４～６７～９１０～１２

２７年
１～３４～６７～９

見通し

売上DI △３ △２ １ △１ ９ １９ １９ １７ △１０ △１１ △１４ △２３ △９ △８
利益DI △８ △１３ △７ △１０ △３ ４ １ ５ △２０ △１７ △２１ △１９ △８ △１０

定例調査

業況は持ち直しの動き
第５７回 道内企業の経営動向調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第５７回定例調査
（２７年４～６月期実績、２７年７～９月期見通し）
回答期間
平成２７年５月中旬～６月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４５３ １００．０％
札幌市 １７１ ３７．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９２ ２０．３
道 南 ４４ ９．７ 渡島・檜山の各地域
道 北 ７１ １５．７ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７５ １６．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１５ ４５３ ６３．４％
製 造 業 ２１０ １２３ ５８．６
食 料 品 ７０ ４３ ６１．４
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２０ ５７．１
鉄鋼・金属製品・機械 ６５ ３７ ５６．９
そ の 他 の 製 造 業 ４０ ２３ ５７．５
非 製 造 業 ５０５ ３３０ ６５．３
建 設 業 １３５ ８９ ６５．９
卸 売 業 １１０ ７２ ６５．５
小 売 業 ９５ ５７ ６０．０
運 輸 業 ５０ ３６ ７２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２１ ６０．０
その他の非製造業 ８０ ５５ ６８．８

＜図表２＞業種別の要点

要 点（平成２７年４～６月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２７年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

２７年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

全産業 消費税増税の影響が薄れ、持ち直す △２３ △９ △８ △１９ △８ △１０

製造業 食料品製造業が上昇し、持ち直す △１４ △４ △３ △１７ △９ △９

食料品 売上DIは１４期ぶりにプラス水準 △３ ２ ９ ０ △２ △２

木材・木製品 住宅着工は弱い動きが続く △１９ △１５ △５ △２９ △１０ △１５

鉄鋼・金属製品・機械 機械器具は横ばい。金属加工は低下 △１５ △１４ △２６ △２１ △２２ △２３

非製造業 ホテル・旅館業が好調 △２７ △１１ △９ △１９ △７ △１０

建設業 公共工事減少を受け足踏み △２３ △２０ △２２ △２６ △２０ △２０

卸売業 食品卸は持ち直す。鋼材卸は落ち込む △４９ △１４ △６ △４７ △１５ △１０

小売業 燃料店は売上減も、大型店などが上向
く △４８ △２０ △１６ △２２ △２ △２０

運輸業 燃料安と運賃上昇で収益改善続く △２２ △３ △１１ １１ １７ △３

ホテル・旅館業 外国人客の増加で各地に恩恵 ５ １０ ２４ ６ ５ ２５

調 査 要 項

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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35 60 5

6 85 9

5 90 5

8 86 6

1 87 12

17 79 4

9 87 4

5 95

10 90

2 94 4

7 適正 88 5

9 85 6

10 85 5

20 75 5

6 85 9

5 90 5

6 89 5

1 88 11

13 84 3

9 87 4

100

5 95

2 96 2

2

3

5

15

△ 3

0

1

△10

10

5

0

5

0

26/7～9
在庫DI

26/10～12
在庫DI

27/1～3
在庫DI 在庫DI 在庫DI

39 39 33

43 44 30

45 40 26

32 41 29

43 50 32

50 43 33

38 38 34

31 33 27

33 24 26

36 40 36

55 54 41

29 35 32

52 55 47

実施 35 実施せず 65

38 62

43 57

20 80

43 57

39 61

33 67

17 83

20 80

30 70

67 33

52 48

49 51

32 38 30

36 31 33

25 60 15

31 36 33

35 35 30

実施 31 3
実施せず
9 未定 30

31 39 30

17 47 36

14 57 29

35 30 35

56 28 16

38 29 33

51 27 22

26/7～9
実施企業

26/10～12
実施企業

27/1～3
実施企業

27/4～6実績 27/7～9見通し

27/4～6実績 27/7～9見通し

過少 過多 過少
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原材料価格上昇 原材料価格上昇 
人手不足 
諸経費の増加 
売上不振 
過当競争 
人件費増加 

＜図表１０＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（４９％） ＋１ 製造業（６５％）は４業種とも１位。非製造業（４３％）は３ポイント上
昇

�人手不足（４３％） ＋４ ホテル・旅館業（６０％）、運輸業（５７％）、建設業（５４％）の人手不足
続く

�諸経費の増加（３９％） △４ 食料品製造業（６１％）などでウェイト高い

�売上不振（３７％） △４ 卸売業（４９％）では２期連続で１位。小売業（２７％）は１８ポイント低
下

�過当競争（３４％） ＋１ ３期連続で上昇。小売業（５６％）は７ポイント上昇

�人件費増加（２９％） ＋３ 上昇基調が続く。建設業（３４％）などで比較的高率

＜図表１１＞当面する問題点（上位項目）の推移

定例調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
①
４９
（４８）

①
６５
（６８）

①
７７
（７２）

①
６０
（７５）

①
５３
（６３）

①
６５
（６３）

②
４３
（４０）

４３
（４７）

①
４９
（４８）

②
４６
（３２）

②
４３
（３５）

①
６５
（５８）

２４
（２１）

�人手不足
②
４３
（３９）

３４
（２７）

③
４９
（３１）

１０
（２５）

３８
（２８）

２２
（２１）

①
４６
（４４）

①
５４
（６０）

２４
（１７）

③
４２
（３４）

①
５７
（５７）

②
６０
（６３）

①
５６
（４４）

�諸経費の増加
③
３９
（４３）

②
４７
（５７）

②
６１
（６９）

②
４０
（３５）

②
４４
（５０）

③
３０
（６３）

３６
（３８）

３４
（３２）

２７
（３９）

４０
（３０）

③
４０
（５１）

③
５０
（５８）

②
３７
（３８）

�売上不振 ３７
（４１）

③
３８
（４６）

３０
（３９）

②
４０
（５５）

③
４１
（４１）

②
４８
（５８）

３６
（３９）

③
４４
（３４）

①
４９
（４９）

２７
（４５）

１４
（２７）

③
５０
（３７）

２６
（３８）

�過当競争 ３４
（３３）

１７
（２２）

１６
（１５）

３０
（４０）

１２
（１３）

１３
（２９）

③
４０
（３７）

②
４９
（４７）

③
４４
（３６）

①
５６
（４９）

３
（８）

２０
（５）

③
３５
（３８）

�人件費増加 ２９
（２６）

２８
（３０）

２６
（３６）

３０
（２０）

２９
（２８）

２６
（２９）

２９
（２５）

３４
（３２）

２３
（２３）

２４
（１７）

２６
（２２）

４０
（３２）

③
３５
（２５）

�販売価格低下 １４
（１４）

１５
（１３）

１４
（１３）

２０
（２０）

１２
（６）

１７
（１７）

１４
（１５）

８
（１１）

２３
（１９）

２９
（２８）

３
（５）

１０
（５）

４
（１３）

	価格引き下げ要請 ８
（９）

１０
（１０）

７
（８）

２０
（２０）

１２
（１６）

４
（－）

８
（８）

５
（９）

２３
（１５）

－
（２）

－
（３）

－
（－）

７
（１０）


資金調達 ６
（６）

７
（７）

１４
（１３）

－
（１０）

６
（３）

－
（－）

５
（６）

７
（６）

６
（４）

６
（２）

３
（１１）

１５
（５）

－
（１０）

�設備不足 ５
（４）

９
（６）

１２
（３）

５
（５）

１２
（９）

４
（８）

４
（４）

２
（１）

３
（－）

２
（２）

６
（５）

１５
（２１）

６
（６）

�代金回収悪化 ３
（１）

３
（－）

２
（－）

－
（－）

３
（－）

４
（－）

３
（２）

－
（－）

９
（７）

４
（２）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

その他 ２
（３）

４
（４）

－
（３）

－
（－）

６
（６）

１３
（４）

２
（２）

２
（１）

１
（４）

－
（２）

３
（３）

－
（－）

２
（２）

＜図表１３＞地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２６年
７～９１０～１２

２７年
１～３４～６７～９

見通し

２６年
７～９１０～１２

２７年
１～３４～６７～９

見通し

２６年
７～９１０～１２

２７年
１～３４～６７～９

見通し

全 道 △１１ △１４ △２３ △９ △８ △１７ △２１ △１９ △８ △１０ ３９ ３９ ３３ ３５ ３１（３０）

札幌市 △２ △９ △１７ △５ ０ △７ △２０ △１１ △１ △７ ４６ ４４ ４０ ３８ ３５（３０）

道 央 △１２ △６ △１０ △３ △２ △１３ △８ △１０ △１ １ ４４ ５１ ３０ ３５ ３５（１９）

道 南 △２７ △３３ △２３ △９ △１４ △２６ △２６ △２１ △７ △１２ ２７ ２９ ２０ ３２ １９（３６）

道 北 △１０ △９ △４０ △１６ △２０ △２６ △２４ △３７ △１６ △２１ ３３ ３０ ３２ ３１ ２９（３４）

道 東 △２６ △３０ △４０ △１９ △１８ △３３ △３４ △３２ △２３ △１８ ３２ ３１ ２５ ３１ ２７（３６）
（ ）内は設備投資未定企業

＜図表１２＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では、消費増税の影響が薄れたことや外国人観光客の増加を背景として企業の

業況は持ち直しに転じました。一方で、公共工事の発注が一巡したことを受けて、建設業や

鋼材・建材卸などでは停滞感が見られます。また、円安や電気料金の値上がりによるコスト

増加の懸念も根強いことから、価格転嫁による収益力の向上や、利益率の高い商品・サービ

スの展開が急務となっています。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞ 冬期間の天候不良により養

殖ホタテが被害を受けたため、当社の売上に

も影響が及んでいる。別の原材料を使用した

商品の生産を増やして対応したいが、こちら

も例年に比べて価格が高騰しており苦戦して

いる。

＜水産加工業＞ 原材料価格や電気料金の上

昇分を販売単価に転嫁したものの、消費者の

生活防衛意識が非常に強く、値上げに敏感に

反応して販売数量が落ちている。売上の減少

分は新製品の販売で補っていく方針。

＜食料品製造業＞ 電気料金や原材料価格の

上昇などコストアップ要因があり、他社との

競争も激化傾向。合理化、コストダウンのた

めの投資は積極的に行う一方、販売面では内

容量を変更して実質的に値上げし、収益を確

保する。

＜製材業＞ 為替相場の影響から卸売各社が

仕入量を減らしているので、売上が減少する

見通し。収益を確保するため、更なる値上げ

の交渉は避けられないだろう。

＜家具製造業＞ 受注競争が激しくなってお

り販売価格が低下している。限度はあるが経

費削減を進めなければならない。ただ、従業

員に合理化のしわ寄せが及ぶことを心配して

いる。

＜金属製品製造業＞ 建築金物関連の受注は

減少傾向にある一方で、食品製造設備関連の

受注は増加している。仕事量としてはバラン

スが取れているが、受注が増加する場合は人

手不足が問題となるだろう。

＜金属製品製造業＞ 人手不足による人件費

増加や材料の仕入価格上昇により、設備投資

の予定が変更・中止になる案件が増えてお

り、売上計画の達成に不安が残る。

＜金属製品製造業＞ 公共工事の発注量はあ

るものの、当社が得意とする鉄鋼関係の案件

が少ない。道内のみならず道外でも営業活動

を行い、受注拡大を目指す。工場設備を充実

させて道外の会社にも負けない競争力をつけ

ることが必要。

経営のポイント

利益率の高い商品・サービスの展開が急務
〈企業の生の声〉
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＜機械器具製造業＞ 震災復興需要が落ち着

いてきたと感じている。この２～３年は復興

補助金の後押しもあり、ものすごい勢いで機

械が売れたが、しばらくは需要が落ち込むだ

ろう。

＜印刷業＞ 積極的な営業施策により売上は

増加しているが、材料費や動力費の増加をカ

バーできずに利益は減少する構造となってい

る。売上単価の引き上げを要請して適正利益

の確保を目指す。

＜建設業＞ 売上は前年並みを確保。利益は

原価を圧縮し前年を上回った。厳しい受注環

境の中でも「組織体制の強化」と「人材の確

保・育成」を基本に企業体力の強化を目指

す。

＜建設業＞ 今年に入ってからの受注量が少

ない。５月以降の受注は回復しつつあるが、

完工高として計上されるのは年末になるた

め、今年度はつなぎ資金が例年よりも多く必

要になると思っている。

＜建設業＞ 消費税増税による民間工事の駆

け込み発注や公共投資の増額を受け、建設工

事が増えていたが、この傾向は落ち着きを見

せ始めている。新たに建設業界に就業する人

材の確保が今後の経営を左右する最大の課題

といえる。

＜住宅建築業＞ 長期的な課題として技術職

の人材育成は急務だが、仕事量とのバランス

を取りながらの育成は非常に難しい。会社の

維持と人材育成の両面から受注は計画的に進

めていく必要がある。

＜農産物卸売業＞ 今期の業績は計画を達成

できそうだが、大型量販店間の過当競争の影

響で取引先からの価格引き下げ要請があり、

対応に苦慮している。販売先への対応力や仕

入先への交渉力の更なる向上が必要。

＜食料品卸売業＞ 人口減少に伴い食料品需

要が縮小していくことが予想され、将来のた

めにできることを模索している最中である。

様々な団体などを通じたビジネスマッチング

等も試みているが、上手くいっていない。

＜建材卸売業＞ ビル用建材や新築住宅向け

建材の販売減少により、今後売上高は減って

いくと思われる。リフォーム工事部門の拡充

などにより売上の減少に歯止めをかけるとと

もに、利益率の上昇につなげていく。

＜建材卸売業＞ 新築住宅着工が減少傾向に

ある中で、販売部門だけでは大変厳しい状況

である。工事部門の強化を進めており、他社

との差別化と受注シェアアップにつながって

いる。

＜鋼材卸売業＞ 昨年来の売上減少傾向から

緩やかに持ち直しつつあるものの、完全な回

復軌道には至っていない。在庫コストの削減

や加工コストの効率化、販売戦略の見直し等

を念頭に置いて利益確保を図る。

＜機械器具卸売業＞ 仕入価格の上昇が続い

ているが、利益率の高い修理部門や中古機械

販売の比率を高めるべく、ホームページをリ

ニューアルして営業を推進する。

経営のポイント
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＜包装資材卸売業＞ 当面はメーカーからの

仕入値の変動に合わせて値上げ・値下げ両面

での対応を求められる。どうしても目先のこ

とに囚われがちであるが、中長期の視点に

立った具体的な施策が必要。

＜コンビニエンスストア＞ 新商品の投入に

より売上が増加。ただし人件費も増えており

利益につながっていない。今後も高品質、高

単価の商品が多数投入される見込みであり、

客単価アップが期待できる。

＜燃料店＞ 業界では原油価格下落に伴い販

売単価も低下しており、総じて売上高が減少

傾向。営業力強化や社員のやる気を出す仕組

みづくり、内部統制の強化等が課題となる。

＜宝石店＞ 総合デパートでは個人消費の回

復もあって売上を伸ばしているところもある

ようだが、当社では一部の高額商品が売れて

いるものの盛り上がりに欠けており、回復に

至っていない。

＜作業用品店＞ 消費増税後の個人消費落ち

込みの影響も一巡したが、期待したほど売上

は伸びていない。広告の見直しや売場、組織

の見直しによって底上げを図る。

＜小売業＞ 昨年１０月からの外国人観光客に

対する免税対象品目拡大への対応を進めたこ

とで、インバウンド需要が増加し収益改善に

大きく寄与している。

＜運輸業＞ 運転手を始めとして現業部門で

の人手不足が顕著であり、当社の協力会社で

も非常に苦労している。結果、外注費におけ

る人件費要素が増大している。有効な打開策

はなく作業効率化に努める。

＜運輸業＞ 乗務員を増員し繁忙期の体制を

整えたが、閑散期は余剰人員となってしま

う。かねてより課題だった閑散期の仕事の開

拓を進めている。いかに顧客との信頼関係を

築き、安全を第一に考え事故なく輸送できる

かが最も重要。

＜廃棄物処理業＞ 建設系産業廃棄物の収集

は同業他社との競争が激しいことから積極的

な営業施策を実施していないが、建築業界の

業況が依然活発であることを受けて堅調。通

常産業廃棄物も外国人観光客の入り込み増加

により、大型商業施設やホテルを中心に好調。

＜建設機械器具リース＞ 公共投資の前年割

れが見込まれる中で、いかに売上増加を図っ

ていくかが課題。近年は利益率も縮小傾向で

あることから、採算を重視し、受注選別によ

り収益改善を図っていく。

＜不動産賃貸業＞ 新規投資として、テナン

トビル等を購入する計画を有しているもの

の、価格面で本州の投資家に太刀打ちできず

にいる。

＜飲食店＞ 売上は前年並みに推移し、昨夏

に開業した新店舗の売上も寄与している。し

かし、原材料費が上昇しており収益を圧迫。

原材料価格の上昇分を価格に転嫁できるかど

うか模索している。

経営のポイント
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前稿（２０１５年４月号、２０１５年６月号）までで、信託制度と一般社団法人制度の概要およびそれ

ぞれの課税関係について解説をしました。本稿では、信託と一般社団法人の具体的な活用事例に

ついて解説します。

【事例１】遺言の代用として信託を活用（遺言代用信託）

遺言の効力が生じるのは遺言者の死亡の時からであり、複数の遺言が見つかった場合には、重

複する財産については、通常、日付の新しい遺言が優先されるため、遺言の書き換えや偽装、滅

失といったトラブルが生じることがあります。そこで信託を活用することによってこのようなト

ラブルを回避することができます。

信託の効力が生じるのは委託者と受託者との間の契約の締結の時であるため、この点を利用し

て、生前に自分（父・被相続人）を受益者とする信託契約を締結して、承継先を決めておきたい

財産を信託財産とし、財産を承継させたい者（長男・相続人）を自分（父・被相続人）が死亡し

た場合の受益者や残余財産の帰属権利者と定めておきます。こうすることで、遺言と同様に財産

の承継者を指定することができます。さらに、この契約が撤回不能であることを信託契約に定め

ます。この活用方法は、遺言とは異なり、生前からその効力を発生させることができるため、上

経営のアドバイス
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記のような遺言にかかるトラブルを回避し、円滑な財産承継をすることが可能となります。この

ような信託を、「遺言代用信託」といいます。

【事例２】成年後見制度の代用として信託を活用

高齢者になって、認知症を発症して判断能力がなくなってしまうと一切の法律行為ができなく

なってしまいます。このような状況を補うために、成年後見人制度がありますが、制度上、成年

後見人は、被後見人の財産の保全と管理が職務であるため、例えば、マンションや株式を購入す

るといった財産の投機的な運用や、家族に対して資金の貸付や贈与を行うなどの行為は原則とし

て認められていません。したがって、成年後見人制度の利用後は相続対策や柔軟な財産管理等が

できなくなってしまうことになります。

このようなケースでは、認知症が発症する前に、信頼できる家族等を受託者とし、自分の金融

資産や不動産等を信託財産とする信託契約を締結することで高齢化対策ができます。具体的には

信託契約で「信託財産については、受託者の判断で管理運用・貸付等をすることができる」等と

定めておけば、信託契約後、委託者が認知症を発症したとしても、受託者によって信託契約の定

めに従った財産管理が可能となります。

【事例３】受益者連続型信託の活用

ケース１：子供のいない夫婦で、夫所有の先祖代々の土地を、夫の死亡後は妻に、妻の死亡後は

妻の兄弟姉妹ではなく、夫の兄弟姉妹に承継させたい。これを、妻に遺言を書かせることなく
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実現したい。

ケース２：事業会社の株式を、今すぐに長男に贈与したいが、もし長男に子供が生まれなかった

場合には、長男の死亡後は長男の妻ではなく、次男や次男の子供など自分の直系卑属に継がせ

たい。

遺言の場合には、自分の相続についての財産の承継者の指定をするにとどまり、自分の財産を

相続した相続人が、その財産を誰に相続するかまでは指定することはできません。つまり、上記

のケースのような希望をかなえることはできないことになります。

しかし、信託を活用した場合には、信託契約により、受益者が死亡した場合のその次の受益者

をあらかじめ指定することが可能となります（ただし、最初の信託開始時から３０年を経過した時

以後にこの契約により受益権を取得した受益者が死亡した時点で信託は終了します）。このよう

な信託を、「受益者連続信託」といいます。

上記のケース１の場合には、委託者を自分（夫）、自分の死亡後の受益者は妻、妻の死亡後は

信託を終了し、残余財産は自分（夫）の兄弟姉妹に帰属させるという信託を設定します。こうす

ることにより、先祖代々の土地は妻に遺言を書いてもらうことなく、妻が亡くなった後には自分

（夫）の兄弟姉妹に承継させることができます。１つの信託契約で夫婦２人分の遺言を書いたの

と同様の効果が得られるというわけです。

ケース２の場合には、当初受益者を長男、長男の死亡後は長男に子供が生まれていればその子

供、生まれていなければ次男、次男が死亡していた場合には次男の子供という信託を設定しま

す。なお信託の受益者は、信託の設定時に現存している必要はありません。例えば、まだ生まれ

ていない孫をも受益者として指定できるのです。
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【事例４】不動産共有相続のトラブル回避策として信託を活用

相続財産の大半が１棟の賃貸不動産である場合等には、遺留分を考慮したり、子供たちに平等

に相続させようとしたために、不動産を共有相続としてしまうことがあります。しかし、賃貸不

動産等を共同で所有している場合、共有不動産の場合には、共有者の１人でも反対をすると、大

規模修繕契約や売買契約を締結することができないため、不動産の管理処分をめぐって共有者間

でトラブルになることがあります。

このようなトラブルを避けるために、次のような信託の活用が考えられます。例えば、委託者

（父）が賃貸マンションを信託し、不動産の管理や市況の判断をできる者（長男）を受託者、相

続人を受益者とします。信託契約で受託者の判断で不動産の大規模修繕や譲渡をできる旨を定め

ておけば、賃料収入は受益者が平等に受け取りつつ、賃貸マンションの管理処分は受託者の判断

のみで行うことができるため、管理処分をめぐる不要なトラブルを回避することが可能となりま

す。

【事例５】不動産流通税対策として信託を活用

不動産売買による所有権の移転には登録免許税・不動産取得税の両方が課税されます。一方、

不動産を信託した場合、信託の設定による不動産の所有権の移転に関しては登録免許税・不動産

取得税ともに課税はありません。また、信託の登記が必要となりますが、登録免許税は売買に比

較して優遇されています。
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土地 建物

登録免許税 ２％ ２％

不動産取得税 ４％ ４％

※課税標準額は固定資産税評価額となります。なお軽減税率等は考慮していません

土地 建物

登録免許税 ０．４％ ０．４％

不動産取得税 － －

※課税標準額は固定資産税評価額となります。なお軽減税率等は考慮していません

土地 建物

登録免許税 ２％ ２％

不動産取得税 ４％ ４％

※課税標準額は固定資産税評価額となります。なお軽減税率等は考慮していません

�不動産の売買の場合
不動産の売買の場合には、売買による不動産の移転登記をします、この場合の登録免許税、不

動産取得税は以下の通りです。

�不動産を信託した場合
不動産を信託した場合には不動産の所有権は委託者から受託者に移転するため、所有権の移転

登記が必要となります。ただしこの場合の登録免許税は非課税であり、また、不動産取得税につ

いても形式的な所有権の移転であることから課税はありません。なお、所有権移転登記の他に不

動産が信託財産である旨の登記が必要となりますが、この場合の登録免許税は以下のとおりで

す。

�受益権を移転した場合
受益権を売買・贈与・相続等により移転した場合に必要となる登録免許税は不動産１筆につき

１，０００円です。なお、受益権を移転したとしても不動産の所有権は移転しないため不動産取得税

は課税されません。

�信託が終了した場合
信託が終了した場合には信託の終了による不動産移転登記が必要となります。この場合の登録

免許税・不動産取得税は以下のとおりですが、信託の設定時に比較して負担額が大きくなるため

留意が必要です。また、信託の抹消登記も必要となりますが、この場合の登録免許税は１筆につ

き１，０００円です。不動産取得税の課税はありません。
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【事例６】生前贈与のデメリットの解消のために信託を活用

現実の問題として、資産家である親が、いざ、子供に財産を譲るという段階になると、

・子供の年齢からして、財産管理能力に問題があるのではないか。

・多額の財産を持つことは、教育上よくないのではないか。

・もらった財産を浪費してしまったり、財産に付着する権利を濫用するのではないか。

・子供の配偶者に対する不信感がぬぐえない。

・いったん財産を贈与してしまうと、もう、親の面倒を見てくれなくなるのではないか。

・遺留分の問題がある。

等々の問題があるため、なかなか、実行に踏み切れないのではないかと思います。

このような場合には、次のような信託の活用が考えられます。財産そのものを子供に贈与する

のではなくて、自分自身を受託者、子供を受益者とした信託を設定します。受託者が信託財産の

法律上の所有者であり、信託財産の管理や運用は、受託者が行うことになるため、先ほど挙げた

ような生前贈与に関する心配事の多くは、これで解決されることになります。

一方、子供としては、信託財産の運用により生じた成果を享受することができます。

また、税法上は基本的に、信託の設定時に委託者である親から、受益者である子供に財産の贈

与があったものとして取り扱われるため、税金面においては、財産を生前贈与したのと同様の効

果があることになります。そして、親が死亡した場合には、信託は終了し、信託財産は子供に帰

属する、という取り決めにしておきます。そうしますと、相続の発生と同時に、信託財産の所有

者は名実ともに子供に変わる形になります。なお、信託の設定時において、すでに贈与税が課税

済みですから、相続開始前３年以内の贈与に該当するか、相続時精算課税を選択していない限
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り、この名義変更に伴う相続税の課税は生じないことになります。

【事例７】円滑な事業承継のために信託を活用

事業を承継する際には、次のようなケースが考えられます。

「会社の後継者は長男と決まっており、今期は会社の業績が悪く、純資産がマイナスだが、来

期以降は業績の回復が見込まれるため、今のうちに自社株を長男に生前贈与しておき、円滑な事

業承継を図りたいと考えている。ただし、まだ引退するつもりはないので、代表権も経営権も当

分は自分の手元に残しておきたい。」

このような場合にも、信託を活用することによって、希望にそった事業承継を行うことが可能

となります。

委託者を代表取締役である自分、受託者を信頼できる個人又は法人、受益者を後継者である長

男として自社株に信託を設定し、その際に、その株式にかかる「議決権行使の指図権」を委託者

である代表取締役に留保するという方法があります。

指図権とは、信託財産の管理又は処分に関して受託者に対し指図を行う権利であり、議決権行

使の指図権を委託者である自分に留保しておくことで、株式の所有者は長男となりますが、委託

者が議決権をコントロールすることができます。

この方法によれば、結果として委託者が議決権をコントロールすることになりますので、自分

が引き続き経営権を維持することが可能ということになります。

なお、株式の所有者は受益者である後継者とみなされますので、信託設定時に受益者に贈与税
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が課税されます。

【事例８】不動産管理会社として一般社団法人を活用

個人が保有している不動産を法人に所有させることで相続税の軽減を図る手法がありますが、

その法人の形態を株式会社ではなく、一般社団法人を活用する方法があります。

株式会社等の株式・出資のある法人の場合には個人の不動産を法人に異動しても、株式会社の

内部留保が増えると株価に反映されるため、その分相続財産も増加しますが、そもそも持分とい

う概念が存在しない一般社団法人においては、不動産の異動をしてしまえば内部留保が増えても

相続財産に反映されることがありません。

また、事例５で紹介したように不動産を一般社団法人に移す際には信託を活用することで不動

産流通税を節税することも有効です。

【事例９】信託の受託者として一般社団法人を活用

会社が長い間存続していくと、相続などにより創業者一族内に株式が分散してしまい、今後の

経営の障害になるような株主が出てくることも考えられます。また、株式の整理を行いたいが、

株式の評価額も高くなっており、株主も配当を楽しみにしているため、創業者一族から株を買い

集めることが事実上不可能な状況にある、というような状況になってしまうことがあります。

このような場合には一般社団法人を信託の受託者として利用することで、一族に分散した株式

の議決権を集約させることが可能となります。

まず、株主である創業者一族の何名かが社員となり、一般社団法人を設立します。一般社団法
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人が設立できたら、創業者一族を委託者兼受益者、一般社団法人を受託者として信託契約を締結

します。委託者と受益者が同じである自益信託ですので、信託の効力発生時に課税は発生しませ

ん。

株式の会社法の所有者は受託者である一般社団法人になりますので、株式名簿上の株主は一般

社団法人に変更され、配当も株主名簿に従い一般社団法人に支払われることになりますが、信託

契約で次のように設定しておけば、分散していた議決権は受託者である一般社団法人に集約され

統一行使することができ、かつ、配当金はこれまで通り受益者である創業者一族が受け取れるこ

とが可能になります。

１．信託された株式に係る議決権等各種株主の行使は一般社団法人の理事の多数決に基づき行

使する。

２．受託者が受け取った配当金は受託者から受益者に給付する。

受託者を一般社団法人にする場合にはある程度運営コストがかかりますが、個人や株式会社を

受託者とした場合に比べると、次のようなメリットがあります。

受託者が個人である場合には、受託者が認知症になるリスクや死亡するリスク等があるため、

委託者としては個人よりも法人の方がより安心して信託をすることができます。また、その受託

者である法人が株式会社の場合には、受託者である株式会社自体の株式の分散のリスクがありま

すので、持分のない一般社団法人を受託者とすることで、受託者である法人の株式の分散のリス

クも排除することができます。
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【おわりに】

本稿では、信託や一般社団法人の活用方法の一例を紹介してきましたが、これら以外にも、よ

り個人のニーズにあった信託や一般社団法人の活用方法というのが考えられるはずです。本稿を

通して「信託」や「一般社団法人」の制度を身近に感じていただき、皆様のよりよい相続・事業

承継対策につながれば幸いです。

＜参考文献＞

「実践 一般社団法人・信託活用ハンドブック」

（白井一馬・村木慎吾・内藤忠大・濱田康宏・北詰健太郎・岡野訓、清文社）

「図解 相続対策で信託・一般社団法人を使いこなす」（宮田房枝、中央経済社）
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北洋銀行は、道内企業のアジア全域への進出を支援するため、株式会社国際協力銀行（JBIC）

とアジア地域の金融機関が締結した覚書１に参加する形式で、現地金融機関と提携しています。

このたび、提携金融機関のあるインドでの日本食事情をテーマに、海外駐在員が現地に足を運ん

で調査しました。

＜インドの概要２＞

・総面積 ３２８万７，４６９平方キロメートル（インド政府資料）…日本の約９倍

・人口 １２億１，０５７万人（２０１１年、インド国勢調査）

・首都 ニューデリー３

・名目GDP １兆８，７６８億ドル（２０１３年、世界銀行資料）

・対日貿易額 輸出７，０３１億円（主要品目：石油製品、鉄鉱石、ダイヤモンド、飼料等）

輸入８，２３７億円（主要品目：一般機械、電気機器、鉄鋼製品、輸送用機器等）

（いずれも２０１３年、日本政府資料）

・在留邦人数 ７，８８３人（２０１３年１０月）

＜インドの食品販売事情＞

インド人の８０％超はヒンドゥー教徒であり、彼らの食生活は原則菜食主義（ベジタリアン）ですが、

若年層の中には菜食主義者でない人（ノンベジ）や、本来タブーとされてきたアルコールまで摂取する

人が増えてきています。このため、それぞれの食品には「ベジタリアン用」「ノンベジ用」を区別するた

めのマークが付いています。市民の大半は、市場や路上の行商から食品を購入しており、これは首都

ニューデリーにおいても例外ではありません。一方で、多くの外国人駐在員や富裕層は、大型ショッピ

ングセンター内の輸入食品を中心に扱う店舗で食品を購入しています。

＜日本食の販売状況＞

ニューデリーには、日本製の日本食材を購入できるスーパーが１軒だけあり、週末は多くの日系駐在

員が買い物に来ます。ここでは、日本米、カレールー、調味料、インスタントスープ等が販売されてい

ますが、価格は日本の６倍程度と大変高価です。富裕層が集まるショッピングセンター内の店舗では、

海苔や醤油、練りわさびやガリなどが販売されていました。これらの日本食材は、韓国メーカーの製品

や、日本メーカーがタイやシンガポールで製造しているものが中心でした。

ニューデリー市内では、日本の有名チョコレート専門店も見かけました。米国系ホテル内や富裕層向

けのショッピングモール内を中心に、インド国内で５店舗を展開しており、店員に聞いたところ、購入

アジアニュース

アジア地域の日本食事情～インド編～
北洋銀行国際部 調査役
（ジェトロ・シンガポール事務所派遣） 吉田 達朗

１日本の地域金融機関を通じた中堅・中小企業のアジア地域への進出支援体制の整備を目的に、JBICがアジア
地域の７つの金融機関と締結しているもの。
２出典：外務省ホームページ（http : //www.mofa.go.jp/mofaj/area/india/data.html）
３デリーとも呼ばれるが、外務省ホームページの表記にならってニューデリーに統一する。
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日本食材を扱うスーパーマーケットの店内 市場にあるスパイス専門店

者の約９０％がインド人の富裕層であるとのことです。

＜インドへの進出について＞

インドへの進出、特に大規模ショッピングモール等へのテナント出店にあたっては、人脈（コネク

ション）が重要と言われています。したがって、インド国内のパートナーと組んで進出することはもち

ろん有効ですが、現地に人脈を持つシンガポール等ASEAN圏のパートナーと組む可能性についても一

考の余地があります。

日本製の日本食材を取り扱うスーパーマーケットによると、商品の輸送は航空便の利用が主流で、海

上輸送は通関状況が不安定で必要書類等が突如変更となることもあり、利用は多くありません。なお、

インドで食品を通関させる際には、通関時点で賞味期限が全体の６０％以上残っていることが条件となっ

ており、在庫の管理に注意が必要です。

当行は、インド最大の国営商業銀行であるインドステイト銀行と業務提携しています。同行の日系企

業専用窓口「ジャパンデスク」や現地拠点網を活用することにより、現地経済・投資環境の情報、各種

金融サービスの提供等を行うことが可能です。アジアで広がる北洋銀行のネットワークをご活用くださ

い。
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【トピックス】

６月２２日、北洋銀行は、北海道と香港の経済関係強化に向け、北海道の銀行として初めて、香港

の東亜銀行と業務協力協定を締結しました。当行の柴田副頭取が東亜銀行本店を訪問し、同行のデ

ビッド・リー会長と調印式を行いました。当行は道内最大の地方銀行として、道内企業の海外展開

を支援する体制を強化します。

東亜銀行は、香港や中国本土に対して、広範なネットワークを有する香港最大の独立系地場銀行

であり、日本語対応が可能なジャパンデスクを設置しております。

今回の業務協力協定により、香港・中国へ進出されている、または進出を検討されているお客さ

まや、香港または中国の企業との貿易取引があるお客さまに対して、金融サービス・貿易取引支

援・各種情報提供等のサービスを提供してまいります。

香港については、香港貿易発展局との提携や、北海道日本香港協会の運営に加え、現地金融機関

である東亜銀行と今回提携することで、よりきめ細やかなサービスのご提供が可能となります。
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４８９ ６２～２４０ ２９０ ２５４ １６７～２４７

牛乳 １リットル 現地産 ２５８～５５０
３７

（２４３ml）
１４５

２７７
（８３０ml）

１５９～２５４

じゃがいも ０．５kg 現地産 １２３～２５６ ３７～９６ ２１７
１６３

（アメリカ産）
５４

（中国産）

オレンジ ０．５kg アメリカ産 ２３２ ２８３
３１９

（１個）
１０９

（１個）
１７９

（中国産）

小麦粉 １kg ２０９ １９３ １６６ ２２７ １１９

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １１４ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － １０８ １７４ ３２７ ２６０

カップラーメン １個 日本メーカー製 ９４ １２８ ２７２ １６３ ５０８

ミネラルウォーター ５５０ml ２９ ３５ ２５ １４５ ３５～９２

コーラ ３３０ml コカコーラ ４１ ４７ ５０ ８１ １０１

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３１５ ３３５ ７２６ ４３６ －

タクシー初乗り ２７６ １９７ １１６ ２９１～３４５ ４４２～５５２

ガソリン １リットル レギュラー １４７ １２５ １１６ ２１８ ８４

トイレットペーパー １０巻 現地製 ６５１ ５５４ ５０８
５９１

（日本製）
３６４

（４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１７５

（現地製）
９３

（現地製）
３４４ ２８８ ２０３

洗濯洗剤 １kg 日本製
２６７

（現地製）
２４６

（現地製）
４３５ ２３６ ７４０

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １９７ ２９５ ２９０ ３６４ ４４２

電気料金 １kwh 住居用 １２ ９ ５４ ２４ ７

水道料金 １� 住居用 ３７ ６１ ３６ １０６ ７０

新聞 １部 一般紙 １９ １９ １８ ８１ ６１

バス 市内均一区間 ３９ １９～３９ ２９ １０９～２００ ３７

地下鉄 初乗り ５９ ３９～１３８ ７９ １００～２１８ －

携帯

機種 iPhone５S１６G ８２，６２９ ８８，５４８ ８５，８４９ ８９，９１７ ７７，３２７

基本料金／月 ９０７ １，１４４ ２，９０４ ４，９３３ ３，３１５

通話料金／分 ４ ４ ２ １３ ３

映画チケット 大人１名 時間帯により変動１，０８５～２，７６２１，１８３～１，５７８７２６～１，６３３ １，０４６ ４４２～８８４

現地価格調査（２０１５年７月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１５年５月２９日仲値
１中国元＝１９．７３円 １タイバーツ＝３．６３円 １シンガポールドル＝９１．０１円 １ロシアルーブル＝２．２１円
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企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

株式会社鹿内青果 様 札幌市 鹿内 健一郎氏 ２千万円
平成２７年６月２日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ５年
昭和５２年創業。全国市場を中心とする「農作物、果物卸売」を主業としている。農家との直接契約によ
る直接取引も行い、低価格で高品質な商品のお届けを目指している。環境保全にも積極的に取り組んで
おり、平成２７年「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録、エコ企業として認定されている。

２

株式会社夏目 様 札幌市 大坂 智樹氏 ５百万円
平成２７年６月４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
屋号「鮨 棗（なつめ）」で本格鮨店を営む。鮨ネタの鮮度はもちろんのこと職人の技術の粋を極めた料
理とおもてなしで人気を博している。昨年８月に２号店となる「鮨 棗 赤レンガテラス店」、本年６月
には「鮨 葵（あおい）大通ビッセ店」をオープン。平成２７年「さっぽろエコメンバー」に認証登録。

３

株式会社ケーエー車輌 様 北広島市 阿部 賢二氏 ３百万円
平成２７年６月１７日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和６３年設立の自動車解体業者。全国ネットワーク「NGP（日本自動車リサイクル事業協同組合）」の
一員として車輌の整備・買い取りやリサイクルパーツの生産・販売を行う。環境に配慮した経営に積極
的に取り組んでおり、平成２４年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。

４

株式会社G R A C I S 様 札幌市 宮本 建次氏 １，０５０万円
平成２７年６月２２日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和４５年創業の婚約指輪、結婚指輪、ブライトリング、タグ・ホイヤー等の高級腕時計を扱う正規販売
店。道内に５店舗を展開し、なかでも札幌駅前店は北海道最大規模のブライダル専門店として、エン
ゲージリングは５００種類、マリッジリングは６０ブランド・３，０００種類を取り揃えている。

５

株式会社丸コ組 様 小樽市 平口山 謙一氏 ２千万円
平成２７年６月２２日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ３年
明治３４年創業の管工事業者。小樽市内を中心に、給排水・衛生設備・空調設備・上下水道施設の工事を
手掛け、これまで北海道・小樽市等官公庁並びに民間から高い評価を得て、数多くの受注実績を有す
る。平成２６年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録し、エコ企業として認定。

６

株式会社磊川（らいせん） 様 札幌市 �橋 俊則氏 １千万円
平成２７年６月２４日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年
平成２年設立の新車・中古車・自動車部品販売業者。札幌では「カーコンビニ倶楽部」、「アップルワー
ルド」のFC加盟店およびスズキ副代理店として、苫小牧では「アップルワールド」のFC加盟店として
業容を拡大。平成２５年「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録。

７

株式会社尚進 様 札幌市 関口 忠男氏 １億円
平成２７年６月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和５３年設立の介護サービス業者。札幌市と小樽市でグループホームやサービス付き高齢者向け住宅等
６施設を運営。その他、訪問介護サービスや介護保険サービス利用のための各種手続きの代行・ケアプ
ランの作成など、それぞれの利用者に最適なサービスを提供。

８

北新金属工業株式会社 様 恵庭市 益山 利二氏 ２千万円
平成２７年６月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和４７年創業の金属加工業者。自動車部品・各種機構部品・ホビー用部品等あらゆるジャンルで精密切
削加工を手掛ける。品質にこだわり“加工のプロ”として独自工法の開発に取り組み、提案型企業とし
て高評価を獲得。平成２６年に第二工場を建設し、従来の大量生産に加え、多品種・少量生産にも対応。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債とは？

お客さまが長期固定金利の資金調達を図るために社債を発行し、その社債を限られた

少数の投資家が引き受けるものです。当行は、お客さまの発行事務のお手伝い、発行さ

れた社債の引き受けなどをいたします。

私募債発行企業のご紹介

６月の私募債発行企業
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私募債発行企業のご紹介

― ３２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年８月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

９

株式会社オルゴール堂 様 小樽市 柳田 春義氏 ３千万円
平成２７年６月２５日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ３年
昭和４２年設立のオルゴール・雑貨・アクセサリーの販売業者。小樽・函館・富良野・鎌倉・京都に「オ
ルゴール堂」を展開。小樽色内通りの本館は、明治４５年建造の赤レンガ造の重厚な建物で、総ケヤキ造
の内部は、幻想的でノスタルジック。平成２６年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に認証・登録。

１０

池田工業株式会社 様 北斗市 池田 修氏 ３千万円
平成２７年６月２５日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ６年
平成２年設立の塗装工事業者。橋梁、貯蔵タンク、船舶等大型鋼構造物の重防食塗装が中心。道内企業
で初めて電磁誘導加熱（IH）を用いた塗装被膜の除去装置による「RPR工法」は、研削材など産業廃棄
物の発生を低減、施工期間の短縮化にも繋がる。平成２５年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。

１１

岩下産業株式会社 様 札幌市 岩下 浩子氏 ２千２百万円
平成２７年６月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ３年
昭和４５年創業の推進工事施工業者。インパクトモール等の従来型推進技術の担い手として、また誘導式
水平ドリル／テラジェット施工のパイオニアとして、多くの受注実績を有する。特にNETIS（国交省新
技術情報提供システム）の準推奨技術に選定された非開削工法・テラジェットを得意とする。

１２

株式会社三和システムサービス 様 北見市 西村 清一氏 １千万円
平成２７年６月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
ソフトウエアの開発・販売業者。多様化するニーズに合わせ最適で質の高いシステムを提供するととも
に、コンピュータ機器及び事務機器等の販売や保守・サポート業務も行う。環境保全にも積極的に取り
組んでおり、平成２７年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に認証・登録された。

１３

北海道ちくだんシステム株式会社 様 札幌市 赤井 勝義氏 １千万円
平成２７年６月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和５９年設立の暖房器具販売・設置業者。国内から欧州に至る様々なメーカーの製品を豊富に取り揃
え、顧客の様々なニーズに応える体制を整えている。ほくでんサービス㈱の『省エネ推進協力店』を取
得し、「地中熱ヒートポンプシステム」の設計、施工及び普及に取り組んでいる。

１４

株式会社Ｉ- P R O 様 札幌市 松澤 秀樹氏 １千万円
平成２７年６月２９日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ４千万円 ５年
平成２２年設立の広告企画・制作業者。企業CMや広告・ポスター等を企画、制作する一貫したサービス
体制を構築している。平成２６年に当社が制作したポスターが「全北海道広告協会賞」に入選。平成２７年
に北海道広告業協会の加盟が正式に決まり、益々広告活動の向上が期待される。

１５

株式会社Ｉ- P R O 様 札幌市 松澤 秀樹氏 １千万円
平成２７年６月２９日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ３年

同上

１６

株式会社芦田建設 様 釧路市 芦田 裕司氏 ２千万円
平成２７年６月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和４４年創立の建築工事及び宅建業者。創立４５年で釧路管内だけで１，０００戸超の新築施工実績を有し、
またリノベーションした中古住宅の販売、不動産物件の仲介等宅建業務も手掛ける。建設現場や本社事
務所における省エネにも取り組み、平成２７年には「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。

１７

株式会社セクト 様 北見市 近江 強氏 １千万円
平成２７年６月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ６千万円 ７年
平成８年設立の不動産業者。本社の他、北見市内、美幌町に店舗を構え、顧客のニーズに応えている。
管理物件の定期巡回やメンテナンスクレーム対応等のサービスを提供する管理システム「おまかせく
ん」を導入し、お預かりした大切な物件のサポートを行っている。

１８

株式会社岩崎 様 札幌市 古口 聡氏 ９，９９９万円
平成２７年６月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ５年
昭和２２年設立の測量機器・IT関連機器の販売業者。測量設計に必要な測量機器、製図用品、青焼き等の
販売をはじめ、現在ではIT＆情報セキュリティ、ソフトウェア、食品関連システムまで時代の変化と顧
客のニーズにあわせた幅広い製品、サービスを提供。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．２ △４．０ ９８．５ △０．４ ９６．０ △５．４ ９７．６ △１．１ １０３．９ ４．９ １０５．０ ６．２

２６年１～３月 １０１．９ ０．０ １０１．９ ２．３ １０２．０ △０．５ １０１．７ ２．６ １０２．４ △４．７ １０６．８ １．２
４～６月 ９８．４ △３．４ ９８．８ △３．０ ９５．８ △６．１ ９７．１ △４．５ １０３．２ ０．８ １１０．１ ３．１
７～９月 ９８．０ △０．４ ９７．４ △１．４ ９６．０ ０．２ ９６．６ △０．５ １０３．４ ０．２ １１１．３ １．１
１０～１２月 ９５．５ △２．６ ９８．２ ０．８ ９５．４ △０．６ ９７．５ ０．９ １０４．１ ０．７ １１２．３ ０．９

２７年１～３月 ９７．４ ２．０ ９９．７ １．５ ９７．４ ２．１ ９９．２ １．７ １０７．５ ３．３ １１３．４ １．０
２６年 ５月 ９９．３ △０．５ ９９．５ ０．３ ９７．０ ２．０ ９７．３ △０．４ １０３．７ ０．１ １０８．７ １．９

６月 ９６．２ △３．１ ９７．６ △１．９ ９５．４ △１．６ ９６．４ △０．９ １０３．２ △０．５ １１０．１ １．３
７月 ９８．８ ２．７ ９７．５ △０．１ ９６．７ １．４ ９６．９ ０．５ １０３．０ △０．２ １１０．７ ０．５
８月 ９６．９ △１．９ ９６．７ △０．８ ９４．１ △２．７ ９４．９ △２．１ １０４．４ １．４ １１１．７ ０．９
９月 ９８．４ １．５ ９８．１ １．４ ９７．３ ３．４ ９７．９ ３．２ １０３．４ △１．０ １１１．３ △０．４
１０月 ９６．５ △１．９ ９８．５ ０．４ ９７．０ △０．３ ９８．０ ０．１ １０２．３ △１．１ １１１．２ △０．１
１１月 ９５．１ △１．５ ９７．９ △０．６ ９５．１ △２．０ ９７．３ △０．７ １０３．２ ０．９ １１２．４ １．１
１２月 ９４．８ △０．３ ９８．１ ０．２ ９４．１ △１．１ ９７．１ △０．２ １０４．１ ０．９ １１２．３ △０．１

２７年 １月 ９７．１ ２．４ １０２．１ ４．１ ９７．６ ３．７ １０２．４ ５．５ １０５．０ ０．９ １１１．８ △０．４
２月 ９７．１ ０．０ ９８．９ △３．１ ９７．０ △０．６ ９７．９ △４．４ １０６．０ １．０ １１３．０ １．１
３月 ９８．１ １．０ ９８．１ △０．８ ９７．５ ０．５ ９７．３ △０．６ １０７．５ １．４ １１３．４ ０．４
４月 r ９７．３ △０．８ ９９．３ １．２ r ９７．６ ０．１ ９７．９ ０．６ r１０５．８ △１．６ １１３．８ ０．４
５月 p９２．０ △５．４ ９７．２ △２．１ p９４．３ △３．４ ９６．０ △１．９ p１０２．６ △３．０ １１２．９ △０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５０△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０１９ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３０ ０．０

２６年１～３月 ２４７，８９９ ７．６ ５１，３７５ ６．９ ５８，０２１ １０．７ １８，２００ １０．５ １８９，８７８ ６．７ ３３，１７５ ５．０
４～６月 ２２８，５９２△２．４ ４６，９３３△２．５ ４６，０６３ △７．８ １５，１３８ △５．３ １８２，５２９ △０．９ ３１，７９４ △１．１
７～９月 ２３６，２５５ １．６ ４８，７５６ １．６ ４９，２０９ △１．１ １５，６３２ ０．８ １８７，０４６ ２．３ ３３，１２４ １．９
１０～１２月 ２６５，１６８ １．０ ５４，９０９ １．２ ６０，１９５ △１．１ １９，３０３ ０．４ ２０４，９７３ １．６ ３５，６０６ １．６

２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ ４９，３５２△３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４５ △６．９ １８３，４６８ △３．４ ３２，４０６ △２．３
２６年 ５月 ７７，３５６△０．４ １５，９３２△０．５ １５，５６２ △４．９ ５，１２０ △２．５ ６１，７９４ ０．８ １０，８１２ ０．５

６月 ７８，３４２△１．１ １６，３１９△１．２ １６，４４４ △４．５ ５，４０４ △３．３ ６１，８９９ △０．１ １０，９１６ △０．１
７月 ８０，７８９ １．１ １７，１７７ ０．３ １７，６４５ △１．５ ６，００７ △０．６ ６３，１４４ １．８ １１，１７０ ０．８
８月 ８０，８８１ ２．５ １６，２６６ ２．８ １５，７６３ ０．５ ４，７３９ １．９ ６５，１１８ ３．０ １１，５２７ ３．２
９月 ７４，５８５ １．１ １５，３１３ １．７ １５，８０１ △２．３ ４，８８６ １．６ ５８，７８４ ２．１ １０，４２７ １．７
１０月 ７８，５３３ ０．８ １６，０６５ １．０ １７，３５６ △１．１ ５，２９３ △０．２ ６１，１７８ １．４ １０，７７２ １．５
１１月 ８２，１２９ ３．２ １７，２８６ １．９ １８，５１７ ０．９ ６，１７３ １．１ ６３，６１２ ３．９ １１，１１４ ２．４
１２月 １０４，５０６△０．６ ２１，５５８ ０．７ ２４，３２２ △２．６ ７，８３８ ０．２ ８０，１８４ △０．０ １３，７２０ １．１

２７年 １月 ８０，８５３△０．１ １７，２１５ ０．６ １８，５４８ △１．５ ５，９９５ △０．９ ６２，３０５ ０．３ １１，２２０ １．４
２月 ７３，２６６ １．４ １４，９８６ ２．０ １６，３４２ ４．２ ４，９２５ ２．９ ５６，９２４ ０．６ １０，０６１ １．６
３月 ８３，４３０△１１．９ １７，１５０△１２．３ １９，１９０ △１８．４ ６，０２５ △１８．２ ６４，２３９ △９．８ １１，１２６ △８．８
４月 r ７８，５０２ ７．７ １６，０８０ ９．５ １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ r ６２，８５７ ６．８ １０，８５８ ７．９
５月 p ８１，６５３ ５．６ １６，９２８ ６．３ p １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ p ６５，２９７ ５．７ １１，５１０ ６．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年８月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２９／本文　※柱に注意！／０３３～０３７　主要経済指標　※項目増  2015.07.17 15.38.21  Page 33 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 － － － － － － － － － － － －
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７７９ － ２１０，８６４ － ４７，６４０ － １２８，５２２ － ３２，４０８ －

２６年１～３月 ４８，１４７ － １４，２７３ － ５１，４５９ － １２，１８３ － ２８，０７４ － ８，１４８ －
４～６月 ２７，２６１ － ９，２３８ － ５１，２２３ － １１，３５１ － ３５，２７７ － ８，３８５ －
７～９月 ３１，８４１ － １０，６３６ － ５４，０８８ － １２，１３８ － ３１，８０７ － ８，０５７ －
１０～１２月 ３５，９５４ － １１，１８３ － ５３，０００ － １２，３１５ － ３６，５５２ － ８，８６８ －

２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．９ ５２，５５３ ２．１ １１，８３６ △２．９ ２４，８８６ △１１．４ ７，０９７ △１２．９
２６年 ５月 ８，７５８ － ２，９５９ － １５，２０４ － ３，８２８ － １３，００５ － ２，９５５ －

６月 ９，７８３ － ３，４１０ － １７，３３６ － ３，９７９ － １１，５２５ － ２，７３４ －
７月 １０，２４１ － ３，９４６ － １８，１８４ － ４，１６９ － １１，０３７ － ２，７８０ －
８月 １１，２８８ － ３，５６３ － １８，３９４ － ４，０８０ － １１，１６７ － ２，７６１ －
９月 １０，３１２ － ３，１２８ － １７，５１０ － ３，８８９ － ９，６０３ － ２，５１６ －
１０月 １０，０６７ － ２，９９０ － １７，２８１ － ３，９２４ － １１，０４７ － ２，６３０ －
１１月 １１，６０９ － ３，４８７ － １７，３７０ － ３，９１０ － １１，４２９ － ２，７６６ －
１２月 １４，２７８ － ４，７０６ － １８，３４９ － ４，４８１ － １４，０７６ － ３，４７２ －

２７年 １月 １１，８７６△１２．４ ３，６２２△１１．６ １８，９５６ ９．１ ３，８８５ ３．１ ８，３２２ △４．８ ２，３２３ △６．１
２月 ９，５４８△１６．５ ３，０２５△１５．３ １７，２６６ ４．３ ３，７８９ ５．１ ６，９６７ △４．４ ２，１７４ △３．５
３月 １３，５５９△４１．４ ４，０７６△３８．３ １６，３３１ △６．８ ４，１６１ △１３．５ ９，５９７ △２０．３ ２，６００ △２４．０
４月 ９，７９９ １２．４ ３，１６６ １０．３ １７，１０４ △８．５ ３，９９１ １２．６ １１，６８２ ８．７ ２，８３４ ５．１
５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ １７，７８６ １７．０ ４，３９０ １４．７ １３，８０８ ６．２ ３，１７３ ７．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ ２５５，７０６ △５．０ ２８４，０４４ △１．３ １０，７９１ △３．８ ３５１ △２１．０
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４３８ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３

２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ ２６３，５３０ △２．６ ３０３，０４１ ４．１ ２，６４８ ５．３ １９６ ３４．８
４～６月 １２７，９７３ ２．８ ２５，５７４ ５．２ ２７５，６４８ １１．２ ２８２，１１４ △１．１ ２，８３０ △０．８ １５９ ２４．６
７～９月 １４２，２８１ ３．９ ２７，７０９ ５．２ ２４８，８４６ ２．６ ２７９，２１４ △１．６ ３，７９２ △０．８ ２４８ ２７．２
１０～１２月 １３４，３２０ ３．５ ２６，８１２ ５．６ ２５９，１７１ △８．１ ３００，４０４ △０．４ ２，９６６ ０．７ ２３５ ４３．９

２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３４３ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２１ ２．７ ２８８ ４６．５
２６年 ５月 ４３，９５９ ４．７ ８，７７９ ６．４ ２６２，０８４ ８．０ ２７１，４１１ △３．９ ９９１ ０．１ ５７ ３４．９

６月 ４４，４３０ ２．５ ８，６８２ ４．９ ２６１，９０４ １４．１ ２７２，７９１ １．３ １，０５３ △２．３ ５７ ７．２
７月 ４８，８３６ ４．０ ９，５２３ ５．７ ２６３，６７４ １０．７ ２８０，２９３ △２．０ １，１８０ △０．２ １０３ ３０．６
８月 ４８，８３２ ３．４ ９，４４４ ４．４ ２５６，４４２ ２．２ ２８２，１２４ △０．９ １，３９６ △１．９ ８６ ２５．８
９月 ４４，６１３ ４．３ ８，７４２ ５．６ ２２６，４２３ △５．０ ２７５，２２６ △１．９ １，２１６ △０．１ ６０ ２３．８
１０月 ４４，７３２ ３．８ ８，９３５ ６．０ ２６１，２４７ △３．４ ２８８，５７９ △０．７ １，１１１ △０．１ ７４ ３４．９
１１月 ４２，９７７ ２．７ ８，６２８ ５．２ ２２９，５７２ △８．１ ２８０，２７１ ０．３ ９２７ ２．２ ６３ ４９．８
１２月 ４６，６１１ ３．９ ９，２４９ ５．６ ２８６，６９４ △１２．０ ３３２，３６３ △０．６ ９２８ ０．２ ９９ ４７．５

２７年 １月 ４１，８９５ ４．３ ８，４３７ ６．２ ２４８，９４７ ０．１ ２８９，８４７ △２．４ ８４８ ０．４ ９５ ３３．５
２月 ３８，３８３ ２．７ ７，８５２ ５．１ ２３４，８６５ １．４ ２６５，６３２ △０．４ ８９５ ８．１ １１１ ４７．１
３月 ４３，５８２ ２．１ ９，０５４ ３．８ ２７８，８１６ △１０．２ ３１７，５７９ △８．１ ９７７ ０．２ ８２ ６４．２
４月 ４２，７５１ ８．０ ８，７９２ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ ６９ ５７．４
５月 ４５，６４０ ３．８ ９，３４４ ６．４ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ １，０２９ ３．７ p ８５ ４７．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年８月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ １，５３９ ０．９ ４０，５０２ ８．３ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８

２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ ３８４ ７５．９ １１，１９８ △１．９ ２７，００１ １６．４
４～６月 ８，９１５ △８．９ ２，１８８ △９．３ ６３０ ２．６ １１，７０３ △５．３ ２２，７５１ △０．４
７～９月 ８，８３１ △１５．８ ２，２２５ △１３．６ ４９４ △８．９ １１，３５６ △７．８ ２４，７５１ ２．４
１０～１２月 ９，６１８ △０．７ ２，３４０ △１３．８ ３０７ △１７．４ １１，４４３ △３．０ ２２，４１９ △２．６

２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３
２６年 ５月 ２，５５９ △１１．１ ６７８ △１５．０ １８１ △２２．８ ３，５４３ △１１．８ ６，４１４ △１４．３

６月 ３，１２０ △１２．５ ７５８ △９．５ ２２１ １１．６ ４，１８０ ３．０ ８，１６６ △３．０
７月 ２，９５３ △４．７ ７２９ △１４．１ １７３ △２０．９ ３，７９９ △６．１ ７，２１６ １．１
８月 ２，８２２ △１９．０ ７３８ △１２．５ １６０ △９．７ ３，８９２ △０．５ ６，８２４ △３．３
９月 ３，０５６ △２１．６ ７５９ △１４．３ １６０ １０．２ ３，６６６ △１６．０ １０，７１０ ７．３
１０月 ３，４１９ △５．３ ７９２ △１２．３ １１６ △１１．３ ４，６６８ １５．３ ６，９８１ △４．９
１１月 ３，４６５ ３７．５ ７８４ △１４．３ ９２ △３２．２ ３，５２４ △７．６ ６，６０３ △１４．６
１２月 ２，７３４ △２３．１ ７６４ △１４．７ ９９ △６．１ ３，２５１ △１７．５ ８，８３４ １１．４

２７年 １月 １，０１３ △２０．０ ６７７ △１３．０ ６２ ６０．８ ３，４７４ △１０．２ ６，７２９ １．９
２月 １，５６４ １８．３ ６７６ △３．１ ２１７ ３４．４ ４，０６２ １３．５ ７，４１６ ５．９
３月 ２，２８４ △５．７ ６９９ ０．７ ６０ △６７．５ ２，９７５ △２０．７ １３，７４０ ２．６
４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０
５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９

２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９
４～６月 ４３，８５５ △５．６ １１，３８４ △７．３ １６，１０３ △８．３ １６，３６８ △１．４ ９７６，４３７ △１．９
７～９月 ４６，５７２ △６．２ １３，７５９ ４．５ １５，９４７ △１１．９ １６，８６６ △８．２ １，１０４，５２４ △４．７
１０～１２月 ３８，２８９ △７．６ １０，４２５ △１１．９ １２，３２２ △１０．０ １５，５４２ △２．３ １，０２８，５１９ △５．８

２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５
２６年 ５月 １３，４８２ △２．８ ３，５１４ △６．９ ４，４８２ △９．６ ５，４８６ ６．６ ３０４，３７０ △１．３

６月 １７，００３ △４．５ ４，５１５ △２．７ ６，５６８ △１．８ ５，９２０ △８．６ ３７９，２４２ ０．１
７月 １８，００２ △４．６ ５，０１４ ２．２ ７，０７４ △４．４ ５，９１４ △９．８ ３９１，３７６ △２．６
８月 １１，７３７ △８．３ ３，４５０ △０．３ ４，０２２ △１３．０ ４，２６５ △９．６ ２８１，３２５ △９．５
９月 １６，８３３ △６．４ ５，２９５ １０．３ ４，８５１ △２０．２ ６，６８７ △５．８ ４３１，８２３ △３．２
１０月 １３，０６２ △７．１ ３，６６４ △５．２ ４，４９９ △１３．５ ４，８９９ △１．９ ３２８，３２９ △７．４
１１月 １２，８２２ △１３．７ ３，５６２ △１６．３ ４，１４８ △１４．２ ５，１１２ △１１．４ ３３９，８４３ △１０．２
１２月 １２，４０５ △０．９ ３，１９９ △１３．８ ３，６７５ ０．４ ５，５３１ ７．５ ３６０，３４７ ０．３

２７年 １月 １１，２６９ △２６．９ ３，０１６ △３４．７ ３，８９７ △１９．４ ４，３５６ △２６．９ ３４４，０４０ △２０．７
２月 １３，７０１ △２３．６ ４，０２４ △２２．２ ４，２７０ △２５．２ ５，４０７ △２３．２ ４１３，１９２ △１５．８
３月 ２５，７１７ △８．６ ８，３３２ △１．７ ７，８２０ △１９．５ ９，５６５ △３．７ ５８６，７９７ △１１．９
４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１
５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年８月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２３年度 ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ０．４６ ０．６２ ２２，７５１ １０．７ ６０２，７３６ １３．１ ５．２ ４．５
２４年度 ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３６５ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５

２６年１～３月 １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ０．８１ １．００ ３０，５８９ １１．６ ７６８，５２９ ７．０ ４．６ ３．７
４～６月 ４２２，００４ ２０．５ ４６，５６３ １４．４ ０．７７ ０．８９ ２９，９９１ ７．６ ７２３，９７４ ７．２ ４．１ ３．７
７～９月 ２６５，９６８ △２４．４ ４１，５３２ △３．９ ０．８５ ０．９７ ３０，０７６ ３．６ ７３７，５９３ ３．９ ３．４ ３．６
１０～１２月 １０１，０４３ △１８．７ ３０，５４２ △６．０ ０．９１ １．０５ ２７，３１６ ３．６ ６９７，４８２ １．５ ４．４ ３．３

２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５
２６年 ５月 １２５，１９６ ７．９ １３，１２６ ２１．１ ０．７６ ０．８８ ２８，９１６ ８．２ ７０４，９７８ ３．７ ４．１ ３．６

６月 １３５，２６５ ６．６ １５，８５５ １４．３ ０．７９ ０．９０ ２８，９６６ ５．４ ７０３，６４１ ８．６ ↓ ３．７
７月 １２３，４３０ △２３．０ １６，２７３ ３．５ ０．８３ ０．９５ ３１，２８１ ２．２ ７６５，４０３ ４．８ ↑ ３．８
８月 ７４，８５４ △２７．８ １１，２７６ △８．１ ０．８５ ０．９７ ２８，２１４ ２．２ ６９２，２８５ △０．１ ３．４ ３．５
９月 ６７，６８４ △２３．１ １３，９８４ △８．２ ０．８８ １．００ ３０，７３４ ６．３ ７５５，０９０ ７．０ ↓ ３．５
１０月 ５２，６３８ △２１．０ １３，１６１ △７．４ ０．９０ １．０２ ３２，２０３ １．６ ８００，５７４ １．８ ↑ ３．５
１１月 ２５，０６２ △２９．６ ８，４３７ △１０．４ ０．９１ １．０４ ２５，８８８ １．１ ６５７，６５６ △３．３ ４．４ ３．３
１２月 ２３，３４３ ５．８ ８，９４４ １．０ ０．９２ １．０９ ２３，８５７ ９．５ ６３４，２１６ ６．７ ↓ ３．２

２７年 １月 １２，０９１ １８．２ ６，７０８ △１３．７ ０．９０ １．１０ ３１，９６４ ５．７ ８３５，０７８ ３．４ ↑ ３．５
２月 １４，２４８ ８．３ ７，１２２ ２．３ ０．９１ １．１１ ３１，２７７ ４．６ ７７６，２３６ １．９ ３．８ ３．５
３月 ６０，０１１ △３８．９ １２，７５５ △１２．４ ０．９０ １．０８ ３３，５６９ ６．２ ７７７，２７６ ５．５ ↓ ３．５
４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ － ３．６
５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ － ３．４

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２３年度 １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７

２６年１～３月 １０１．８ １．５ １００．６ １．３ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５ １０２．７８ １４，８２８
４～６月 １０４．７ ３．９ １０３．３ ３．３ ７７ △１９．８ ２，６１３ △８．０ １０２．１４ １５，１６２
７～９月 １０４．９ ３．５ １０３．５ ３．２ ７３ △３．９ ２，４３６ △８．６ １０３．９２ １６，１７４
１０～１２月 １０４．９ ２．８ １０３．４ ２．７ ５９ △１４．５ ２，２２２ △１３．６ １１４．５６ １７，４５１

２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７
２６年 ５月 １０４．８ ４．１ １０３．４ ３．４ １９ △３８．７ ８３４ △２０．１ １０１．７９ １４，６３２

６月 １０４．９ ３．８ １０３．４ ３．３ ２６ △２３．５ ８６５ △３．５ １０２．０５ １５，１６２
７月 １０４．８ ３．７ １０３．５ ３．３ ２４ △１１．１ ８８２ △１３．９ １０１．７２ １５，６２１
８月 １０４．９ ３．６ １０３．５ ３．１ ２８ ３．７ ７２７ △１１．２ １０２．９６ １５，４２５
９月 １０５．０ ３．１ １０３．５ ３．０ ２１ △４．５ ８２７ ０．８ １０７．０９ １６，１７４
１０月 １０５．０ ３．０ １０３．６ ２．９ ２２ △１５．４ ８００ △１６．５ １０８．０６ １６，４１４
１１月 １０４．８ ２．８ １０３．４ ２．７ １４ △４４．０ ７３６ △１４．６ １１６．２２ １７，４６０
１２月 １０４．８ ２．７ １０３．２ ２．５ ２３ ２７．８ ６８６ △８．５ １１９．４０ １７，４５１

２７年 １月 １０３．７ １．９ １０２．６ ２．２ ２３ △２８．１ ７２１ △１６．５ １１８．２４ １７，６７４
２月 １０３．１ １．５ １０２．５ ２．０ ２０ ０．０ ６９２ △１１．５ １１８．５７ １８，７９８
３月 １０３．７ １．６ １０３．０ ２．２ ３９ △２．５ ８５９ ５．５ １２０．３９ １９，２０７
４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０
５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年８月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，４７９ △０．７ ７４６，７０３ ５．４ r１，３４９，１７９ △２９．５ ８３８，１４６ △０．９

２６年１～３月 １２６，３９３ １４．９ １７４，３４４ ６．６ ５２７，６２２ ３．３ ２２４，８５７ １７．６
４～６月 １０９，０８５ △１．６ １７６，１３２ ０．１ ３０２，３２３ △３０．４ ２０１，９００ ２．８
７～９月 １１５，６８４ ２．５ １８２，７８８ ３．２ ３２３，３６２ △２７．１ ２１１，６０６ ２．４
１０～１２月 １２７，５６４ ４．８ １９７，６６６ ９．１ ３７４，５２３ △２６．４ ２２０，７２８ １．２

２７年１～３月 １１６，１４６ △８．１ １９０，１１７ ９．０ r ３４８，９７２ △３３．９ ２０３，９１３ △９．３
２６年 ５月 ３１，３９０ △７．４ ５６，０６０ △２．８ ９１，６７９ △３９．８ ６５，２３２ △３．５

６月 ３２，９５８ △１３．３ ５９，４００ △２．０ ９４，１１３ △１８．２ ６７，７４１ ８．６
７月 ３７，６０１ ２．７ ６１，９１９ ３．９ １０３，６５０ △２１．９ ７１，５８５ ２．４
８月 ３４，９６６ △４．１ ５７，０４８ △１．３ １０５，６３６ △３６．４ ６６，５８０ △１．４
９月 ４３，１１７ ８．３ ６３，８２１ ６．９ １１４，０７５ △２１．３ ７３，４４１ ６．２
１０月 ４２，５４９ ５．６ ６６，８７３ ９．６ １１４，１５０ △３３．２ ７４，２９１ ３．１
１１月 ４０，３３０ ９．４ ６１，８７５ ４．９ １２５，４６３ △２３．４ ７０，８６３ △１．６
１２月 ４４，６８５ ０．２ ６８，９１８ １２．８ １３４，９０９ △２２．６ ７５，５７４ １．９

２７年 １月 ４３，７１５ ３１．８ ６１，４３４ １７．０ １２７，８５０ △３７．６ ７３，１７２ △９．１
２月 ３２，１２５ △２２．２ ５９，４１４ ２．５ １０５，６４０ △３１．８ ６３，６９９ △３．６
３月 ４０，３０６ △２２．４ ６９，２６８ ８．５ r １１５，４８２ △３１．２ ６７，０４２ △１４．４
４月 ４２，９２１ △４．１ ６５，５０２ ８．０ r １０２，２９０ △１２．２ r ６６，０９５ △４．１
５月 p ３４，１３５ ８．７ ５７，４０３ ２．４ p１０１，５１８ １０．７ p ５９，５７５ △８．７

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３

２６年１～３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４～６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７～９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０～１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０９ ３．２

２７年１～３月 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３
２６年 ５月 １４４，９６４ ２．４ ６，４７５，２９７ ２．５ ９３，０５１ ２．１ ４，３３４，２６４ ２．６

６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７月 １４４，４９７ ２．２ ６，４２４，２９９ ２．３ ９２，６７１ ２．０ ４，３４４，４５０ ２．５
８月 １４５，５３１ １．８ ６，４４０，７１１ ２．６ ９３，００５ ２．０ ４，３５３，７５７ ２．６
９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０月 １４３，５８１ １．２ ６，４４５，９８５ ２．６ ９３，４４５ ０．９ ４，３７８，９５６ ２．９
１１月 １４６，０２３ ２．０ ６，５４４，３２２ ３．５ ９３，９２０ １．８ ４，４１５，８８５ ３．１
１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０９ ３．２

２７年 １月 １４５，６７２ ２．６ ６，５５３，７６３ ３．１ ９４，４２８ ２．０ ４，４４４，９５６ ３．１
２月 １４６，５４３ ３．０ ６，５８９，８７３ ３．６ ９４，５５８ ２．１ ４，４６０，２６７ ３．４
３月 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３
４月 １４７，５３４ ２．０ ６，７１６，２１４ ３．５ ９３，７７６ ０．７ ４，４７２，０７４ ３．３
５月 １４８，６５９ ２．５ ６，７５９，４０６ ４．４ ９３，８６５ ０．９ ４，４８２，１０６ ３．４

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年８月号
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●道内経済の動き 
●道内企業の経営動向調査 （平成27年4～6月期実績、平成27年7～9月期見通し） 
●｢信託｣「一般社団法人」を活用した相続・贈与・事業承継 
●アジア地域の日本食事情～インド編～ 
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